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安
定
し
た
水
道
事
業
の
維
持
に
は
、
独
立
採
算
制
を
基
盤

と
し
た
水
道
事
業
会
計
の
健
全
性
が
不
可
欠
で
す
。
し
か
し

人
口
減
少
に
よ
る
収
入
減
、
物
価
高
騰
に
よ
る
支
出
増
加
、

設
備
の
老
朽
化
、
人
員
不
足
な
ど
の
課
題
に
直
面
し
て
い
ま

す
。
令
和
５
年
度
に
は
上
下
水
道
で
約
６
億
円
の
赤
字
が
発

生
し
、
積
立
金
や
一
般
会
計
か
ら
補
填
さ
れ
て
い
る
現
状
が

あ
り
ま
す
。

　
　

こ
う
し
た
背
景
か
ら
、令
和
７
年
２
月
に
開
催
さ
れ
た「
上
山

市
上
下
水
道
事
業
経
営
審
議
会
」で
は
、施
設
の
老
朽
化
に
よ
る

事
故
防
止
な
ど
を
議
題
に
、料
金
改
定
の
必
要
性
が
議
論
さ
れ

ま
し
た
。さ
ら
に
、令
和
７
年
３
月
に
示
さ
れ
た
経
営
戦
略
で
は
、

令
和
10
年
度
ま
で
に
５
〜
30
％
の
料
金
引
き
上
げ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
が
提
示
さ
れ
、独
立
採
算
の
達
成
を
目
指
す
方
針
が
示
さ
れ

て
い
ま
す
。

　
　

た
だ
し
、生
活
費
の
高
騰
で
市
民
生
活
は
厳
し
く
、と
り
わ
け

低
所
得
者
層
や
高
齢
者
に
負
担
が
重
く
の
し
か
か
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
料
金
改
定
を
最
小
限
に
抑
え
つ
つ
、
水
道
事
業
の
安

定
を
図
る
た
め
に
、以
下
の
提
案
を
行
い
ま
し
た
。

料
金
改
定
を
最
小
限
に
抑
え
る
３
つ
の
具
体
案

（
１
）
漏
水
対
策
の
強
化
に
よ
る
有
収
率
の
向
上

　
　

長
年
の
経
験
を
持
つ
技
術
職
員
の
知
識
を
研
修
制
度
な
ど
で

継
承
し
、
人
工
衛
星
や
Ａ
Ｉ
技
術
を
活
用
し
て
漏
水
箇
所
の
特

定
や
管
路
の
劣
化
予
測
を
行
う
こ
と
で
、効
率
的
な
維
持
管
理

と
事
業
収
益
の
改
善
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
２
）
配
水
施
設
の
適
正
管
理
に
よ
る
効
率
化

　
　

使
用
量
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
施
設
規
模
を
見
直
し
、省
エ
ネ
ル

ギ
ー
型
設
備
の
導
入
やIo

T

に
よ
る
監
視
体
制
構
築
で
運
用
コ
ス

ト
の
削
減
と
施
設
利
用
率
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
３
）
他
自
治
体
と
の
連
携
に
よ
る
コ
ス
ト
抑
制

　
　

水
道
事
業
の
広
域
化
に
よ
り
、資
材
の
共
同
購
入
や
技
術
者

の
確
保
が
可
能
と
な
り
、収
益
性
と
技
術
力
の
向
上
、災
害
対
応

力
の
強
化
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
提
案
に
よ
り
、市
民
生
活
へ
の
影
響
を
抑
え
つ
つ
、持

続
可
能
な
水
道
事
業
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
が
重
要
で
す
。

市
長　
　

水
道
事
業
の
業
務
は
専
門
的
知
識
や
技
能
を
有
す
る

職
員
が
不
可
欠
な
の
で
、今
後
も
各
種
研
修
会
や
実
務
講
習
会

へ
の
参
加
に
よ
る
人
材
育
成
を
図
る
と
共
に
、職
員
の
確
保
に
努

め
て
ま
い
り
ま
す
。水
道
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、有
収
率
を
向
上
さ
せ
る

た
め
に
Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
が
、令
和
７
年
度

で
は
配
水
管
路
の
漏
水
対
策
強
化
の
取
組
と
し
て
、Ａ
Ｉ
を
活
用

し
た
管
路
劣
化
診
断
調
査
を
行
い
、管
路
更
新
計
画
の
見
直
し

に
活
用
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　
　

ま
た
、
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
、
将
来
の
水
需
要
縮
小
を
見
据
え

た
適
切
な
施
設
規
模
と
す
る
た
め
、水
道
施
設
の
更
新
に
あ
わ

せ
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
や
ス
ペ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
な
ど
を
実
施
す
る
こ

と
と
し
て
お
り
、
す
で
に
管
路
を
更
新
す
る
際
の
口
径
縮
小
や

施
設
の
運
転
管
理
の
ク
ラ
ウ
ド
環
境
に
よ
る
リ
ア
ル
タ
イ
ム
監

視
な
ど
を
実
施
し
て
い
ま
す
。　

　
　

他
市
町
と
の
連
携
で
は
、現
在
量
水
器
や
薬
品
な
ど
関
係
資

材
の
共
同
購
入
に
関
し
、
他
事
業
体
と
協
議
を
開
始
し
て
い
ま

す
。引
き
続
き
コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
連
携
方
策
を
調
査
研
究
し

て
ま
い
り
ま
す
。

水
道
民
営
化
に
近
い

　　　　　　　　
　
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
は
導
入
し
な
い
！

　
　

水
道
事
業
の
公
共
性
を
維
持
す
る
に
は
、２
０
０
２
年
の
水
道

法
改
正
で
始
ま
っ
た
第
三
者
委
託
制
度
や
、２
０
１
８
年
の
改
正

で
明
記
さ
れ
た
官
民
連
携（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）が
鍵
と
な
り
ま
す
。
上
山

市
で
は
、下
水
道
事
業
で
管
理
・
更
新
一
体
型
の
ウ
ォ
ー
タ
ー
Ｐ
Ｐ

Ｐ
レ
ベ
ル
３
・
５
を
検
討
し
、Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
第
６
条
準
拠
の
民
間
提
案

を
受
け
て
令
和
９
年
度
の
事
業
実
施
を
目
指
し
、
事
業
者
選
定

な
ど
を
具
体
化
し
て
い
ま
す
。

　
　

ウ
ォ
ー
タ
ー
Ｐ
Ｐ
Ｐ
レ
ベ
ル
３
・
５
は
、①
長
期（
原
則
10
年
）契

約
、②
民
間
事
業
者
に
よ
る
維
持
管
理
お
よ
び
改
築
の
一
体
管

理
、③
コ
ス
ト
削
減
分
を
官
民
で
分
配
す
る
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
シ
ェ
ア

が
特
徴
で
す
。
運
営
権
や
料
金
収
受
権
は
自
治
体
が
保
持
す
る

た
め
、公
的
関
与
を
担
保
し
つ
つ
国
の
交
付
金
や
民
間
ノ
ウ
ハ
ウ

を
活
用
で
き
ま
す
。

　
　

一
方
、完
全
民
営
化
に
近
い
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式（
レ
ベ
ル
４
）

に
は
多
く
の
リ
ス
ク
が
あ
り
ま
す
。
料
金
高
騰
の
例
と
し
て
ブ
エ

ノ
ス
ア
イ
レ
ス
市
で
は
契
約
後
７
年
で
45
％
上
昇
し
市
民
抗
議
、

再
公
営
化
に
至
り
ま
し
た
。サ
ー
ビ
ス
低
下
や
企
業
撤
退
、Ｉ
Ｓ

Ｄ
Ｓ
訴
訟
リ
ス
ク
、災
害
時
の
責
任
分
担
不
明
瞭
、地
元
業
者
排

除
に
よ
る
地
域
経
済
へ
の
悪
影
響
、
自
治

体
技
術
者
の
喪
失
も
実
例
と
し
て
挙
が
っ

て
い
ま
す
。

　
　

こ
れ
ら
の
教
訓
を
踏
ま
え
、上
山
市
で

は
公
共
責
任
を
重
視
し
事
業
効
率
化
を

図
る
た
め
、ウ
ォ
ー
タ
ー
Ｐ
Ｐ
Ｐ
を
部
分

委
託
に
限
定
し
、コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
は

導
入
し
な
い
こ
と
を
提
案
し
ま
す
。

市
長　
　

令
和
５
年
度
に
実
施
し
た
厚
労
省
事
業
官
民
連
携
等
基

盤
強
化
支
援
業
務
に
お
い
て
、本
市
の
場
合
は
包
括
委
託
や
ウ
ォ

ー
タ
ー
Ｐ
Ｐ
Ｐ
レ
ベ
ル
３
・
５
の
導
入
に
つ
い
て
段
階
的
に
実
施
す

る
こ
と
が
有
用
で
あ
り
、現
時
点
で
は
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
の
導

入
は
困
難
と
の
報
告
を
受
け
て
い
ま
す
。本
市
と
し
て
も
、事
業

規
模
を
勘
案
す
る
と
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式
で
は
民
間
事
業
者
の

収
益
確
保
が
困
難
で
あ
り
、
参
画
は
見
込
め
な
い
と
考
え
て
い

る
こ
と
か
ら
、現
時
点
で
は
導
入
す
る
考
え
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。

な
お
、令
和
７
年
度
に
は
国
交
省
の
交
付
金
を
活
用
し
、ウ
ォ
ー

タ
ーP

P
P

レ
ベ
ル
３
・
５
を
含
む
官
民
連
携
事
業
に
つ
い
て
、マ
ー

ケ
ッ
ト
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
等
を
行
い
、有
効
性
の
検
討
な
ど
導
入

可
能
性
調
査
を
実
施
し
て
ま
い
り
ま
す
。

水道事業の安定性と公共性の維持を提案 6月定例会
一般質問


